
第427回山口地方最低賃金審議会(議事要旨） 

 

１ 日 時  令和３年８月23日（月）10時01分～11時53分 

２ 場 所  山口地方合同庁舎２号館 ５階共用第一会議室 

３ 出席者  公益代表委員   ４名 

       労働者代表委員  ５名 

       使用者代表委員  ５名 

 

４ 議 題 

（1）山口県最低賃金の改正決定に係る山口地方最低賃金審議会の意見に対する異議

申出について 

（2）山口県最低賃金専門部会の廃止について 

（3）山口県特定最低賃金専門部会に係る最低賃金審議会令第６条第５項の適用につ

いて 

（4）山口県特定最低賃金専門部会の廃止について 

（5）その他 

 

５ 議事概要 

（1）山口労働局長より山口地方最低賃金審議会の会長に対して、全国一般労働組合全

国協議会山口連帯労働組合ほか８団体から提出された異議申出について意見を求

める諮問を行った。 

（2）異議申出の審議を行うに当たり、労働者側委員から 

・現在の山口県の最低賃金は、労働者が最低限の生活を営む水準には到底達してい

ないため、さらなる金額の引上げが必要であると認識している。しかしながら、

新型コロナウイルス感染症が全国的に拡大し、県内企業を取り巻く環境が非常に

厳しい状況にあることも理解している。 

・今回の最低賃金の引上げ額は、過去最高の水準である。金額決定に至るまでに十

分な審議時間を割き、また５回の専門部会を経て結審したことから、これ以上、

審議を行っても前進が図られないこと、また最低賃金の発効日に遅れが出ること

を勘案すると再審議は難しいと考える。 

・公益委員見解では、今後、総合指標の整合性や地域間格差の是正を十分に考慮す



るとされた。山口県の最低賃金は、まだまだ低い水準にあるので、他県との格差

を見極めた上で、来年以降の審議に臨みたい。 

 との主張がされた。 

一方、使用者側委員から 

・これまで、山口県の経済、特に中小企業及び小規模事業者を取り巻く現状を、具

体的なデータや指標、事業者の生の声を示してお伝えしてきた。労働者の雇用を

守るためにも、今は最低賃金の引上げを行うべきではないと主張してきた。 

・労働者側委員との隔たりが大きく、公益委員から歩み寄りの打診を受けたため、

据置きの提示から14円を上積みしたが、合意には至らなかった。 

・再度、公益委員から歩み寄りの打診を受けたため、中央最低賃金審議会の公益委

員見解で示された目安額28円の上積みで合意したものの、発効日については半年

程度遅らせて４月の発効とすることを提案したが、合意に至らなかった。 

・全会一致に向けて、発効日を10月１日ではなく、国の支援策の効果を見極めるた

めに半年程度遅らせることを提案したが、公益委員及び労働者側委員からの同意

が得られず、採決の結果、引上げ額28円、10月１日の発効日で答申された。 

・発効日について一言申し上げると、８月５日に山口地方最低賃金審議会で答申が

なされてから、半月後の現在では状況が激変している。 

新型コロナウイルスの新規感染者数が全国的に急増し、山口県では、８月19日時

点で過去最大の１日119人が感染するなど、爆発的な感染拡大が続いている。ま

た、８月20日から緊急事態宣言とまん延防止等重点措置が全国29都道府県に拡大

されたことから、飲食業・宿泊業・観光業では、廃業や人員削減が現実的なもの

となってくることが危惧される。 

 よって、答申を受けられた山口労働局長においても、こうした現状を十分に認識

いただき、最低賃金法10条２項の再審議諮問も含めて、発効日について適切なご

判断をいただくよう、強くお願いする。 

・全国の地域別最低賃金の答申状況をみると、10月１日あるいは10月上旬の発効と

されている中で、本県だけ発効を数か月遅らせることは困難であることは十分理

解しているが、このような状況下において、本当に発効日は適当なのか、そうい

う声があったとことを厚生労働省本省に十分伝えていただきたい。 

との主張がされた。 

（3）審議の結果、山口地方最低賃金審議会の会長から「異議の申出については、棄却



する。」との答申が山口労働局長に対して行われた。 

（4）山口県最低賃金専門部会はその任務を終了したとして廃止の決定がされた。 

（5）特定最低賃金の専門部会については、全会一致となった場合は最低賃金審議会令

第６条第５項を適用することが決定された。 

（6）特定最低賃金の改正決定に関する答申がされた日以降に設定する異議申出期間中

に、異議申出がなくかつ継続審議事項がなかった場合は、異議申出期間満了の翌日

をもって、各特定最低賃金専門部会を廃止することが決定された。 

（7）事務局から、全国の地域別最低賃金の答申状況及び特定最低賃金の効力発生日を

例年どおり12月15日とした場合の答申の期日（10月14日）、異議申出の期日（10月

29日）について説明を行った。 
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